
議案第７号

　　　令和４年度養父市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度養父市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 処理区域内人口 21,600 人

　(2) 年間総処理水量 2,300,000  

　(3) 一日平均処理水量 6,301  

　(4) 主要な建設改良事業

　　　・管渠整備費　管渠布設事業 65,000 千円

　　　・処理場整備費　長寿命化対策事業 183,500 千円

　　　・処理場整備費　汚泥集約利活用事業 16,000 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 1,197,806 千円

　　第１項　営業収益 474,878 千円

　　第２項　営業外収益 722,928 千円

　第１款　下水道事業費用　　 1,214,386 千円

　　第１項　営業費用 1,086,481 千円

　　第２項　営業外費用 123,435 千円

　　第３項　特別損失 2,470 千円

　　第４項　予備費 2,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

　的支出額に対し不足する額322,492千円は過年度分損益勘定留保資金305,624千円

　並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額16,868千円で補てんする

　ものとする｡)。

　第１款　資本的収入 846,423 千円

　　第１項　企業債 601,200 千円

　　第２項　出資金 125,523 千円

　　第３項　補助金 119,700 千円

　第１款　資本的支出　　 1,168,915 千円

　　第１項　建設改良費 273,939 千円

　　第２項　企業債償還金 894,976 千円

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出

下水 - 1



　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定

　める。

限　度　額

217,580千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

　める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率

千円 以内
123,900 4.0%

千円 以内
477,300 4.0%

千円
601,200

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

　(1) 営業費用と営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

　ければならない。

　(1) 職員給与費 54,813 千円

　（他会計からの補助金）

第10条　経営安定化のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、409,522

　千円である。

借入先の融資条件に
よる。

養父市長　広　瀬　　　栄    

証書借入

　令和４年２月28日提出

下水道事業
（建設改良事業）

資本費平準化債 証書借入
借入先の融資条件に
よる。

合　計

事　　項 期　　間

令和４年度長寿命化対策事業 令和５年度

償還の方法
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　収　入 （単位：千円）

備　考

1 下 水 道 1,197,806

事 業 収 益 1 営 業 収 益 474,878

1 使 用 料 474,787

2 そ の 他 の 営 業 収 益 91

2 営 業 外 収 益 722,928

1 負 担 金 3,500

2 補 助 金 419,522

3 長 期 前 受 金 戻 入 299,870

4 雑 収 益 36

　支　出 　（単位：千円）

備　考

1 下 水 道 1,214,386

事 業 費 用 1 営 業 費 用 1,086,481

1 管 渠 費 59,769

2 処 理 場 費 265,141

3 総 係 費 34,234

4 減 価 償 却 費 715,162

5 資 産 減 耗 費 12,175

2 営 業 外 費 用 123,435

1 支 払 利 息 110,052

2 消 費 税 13,383

3 特 別 損 失 2,470

1 過 年 度 損 益 修 正 損 2,470

4 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

　収　入 （単位：千円）

1 資 本 的 収 入 846,423

1 企 業 債 601,200

1 企 業 債 601,200

2 出 資 金 125,523

1 他 会 計 出 資 金 125,523

3 補 助 金 119,700

1 国 庫 補 助 金 94,700

2 県 補 助 金 25,000

　支　出 （単位：千円）

1 資 本 的 支 出 1,168,915

1 建 設 改 良 費 273,939

1 管 渠 整 備 費 77,122

2 処 理 場 整 備 費 188,720

3 建 設 改 良 人 件 費 8,097

2 企 業 債 償 還 金 894,976

1 企 業 債 償 還 金 894,976

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

予　定　額

予　定　額

備　考

款 項 目 予　定　額 備　考

款 項 目

款 項 目 予　定　額

令和４年度養父市下水道事業会計予算実施計画   
　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

款 項 目
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(令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △19,160

減価償却費 715,162

資産減耗費 12,175

賞与引当金等の増加額 890

貸倒引当金の増加額 750

長期前受金戻入額 △299,870

支払利息 110,052

未収金の減少額 3,660

未払金の増加額 6,211

小計 529,870

利息の支払額 △110,052

業務活動によるキャッシュ・フロー 419,818

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △249,761

国県補助金による収入 108,818

投資活動によるキャッシュ・フロー △140,943

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 601,200

令和４年度養父市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

企業債による収入 601,200

企業債の償還による支出 △894,976

一般会計からの出資による収入 125,523

財務活動によるキャッシュ・フロー △168,253

　　資金増加額 110,622

　　資金期首残高 187,761

　　資金期末残高 298,383
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１．総　括 （単位：人、千円）

（単位：千円）

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率0.96％

職員の退職に伴う減（A） 職員の異動状況

職員の採用に伴う増（B） 　前年度職員数 9 人

　退職者数 1 人

減（C） 　採用者数 人

その他の増減（D） 　他会計へ異動した者 3 人

　他会計から異動した者 3 人

　本年度職員数 8 人

期末手当

期末手当

その他の手当 △ 2,540

300 28,803 45,447 9,366 54,813

報 酬 給 料 計

180 △ 5,957

△ 11

△ 4,548

△ 372

△ 1,537

120 34,760 55,673 10,542 66,215

△ 11,402△ 1,176△ 10,226

職員数

特別職

10

0

区　　　分
一般職

10 8本　年　度

9

△ 1比　　　較

前　年　度

623

1,013

期 末
手 当

6,346

8,255

△ 1,909△ 390

区　　　分

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の内訳

1,194

1,992

△ 798

扶 養
手 当

増 減 額

△ 5,957

手 当

区 分

給 料

△ 4,449 制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分

△ 4,077

△ 372

給与費 法　定
福利費

合 計

給与改定に
伴う増減分

説　　明 備　　考

手当

16,344

20,793

△ 4,449

4,907

5,781

△ 874

管理職
手　当

通 勤
手 当

△ 5,980

給　与　費　明　細　書

△ 5,980

△ 1,421

他会計との職員の異動に伴う増

増減額（A）+（B）+（C）+（D）

昇給に伴う
増加分

その他の増
減分

時間外
勤　務
手　当

2,299

2,777

△ 478

特 殊
勤 務
手 当

975

975

0

住 居
手 当

勤 勉
手 当

23

増減事由別内訳
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３．給料及び手当の状況

（1）職員１人当たりの給与 （単位：円、歳）

（2）初任給 （単位：円）

（3）級別職員数 （単位：人、％）

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　　　　　分

令和４年４月１日

令和３年４月１日

令和４年４月１日

大 学 卒 182,200

１級

２級

３級

４級

５級

６級

１級

２級

計

区　　　　　　分
事務・技術職

級 職員数

1

３級

４級

５級

６級

高 校 卒

　平 均 年 齢 

令和３年４月１日

150,600

区　　　　　　分

2級

技能労務職事務・
技術職 一般行政職

　平均給料月額

　平均給与月額

　平 均 年 齢 

182,200

技能労務職

176,200 183,600

152,700

176,200

157,400

183,600

42.9

1級

294,833

309,167

41.8

　平均給料月額

　平均給与月額

304,581

330,406

技能労務職

303,132

324,792

55.9

335,610

364,990

54.2

150,600 152,700 157,400

技能労務職

一般会計の制度

2級1級

事務・技術職

50.0

計

1

1

3

1

７級

７級

4

構成比

33.3

33.3

33.3

100.0

25.0

25.01

2

100.0 計

職員数

5

5

5

計

１級

２級

級

１級

２級

100.05

構成比

100.0

100.0

100.0

７級

次長
事務・技術職

主事 主事 副主幹 主幹 次長 次長 部長

区　　分 １級

技師

２級 ３級 ４級 ５級 ６級

技師 主査 課長 課長
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（4）昇給 （単位：人、％）

職　員　数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ） 昇給に係る職員数（Ｂ）

（5）期末手当・勤勉手当

（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和４年４月１日現在）

（7）特殊勤務手当 （単位：％）

し尿収集処理作業手当

（8）その他の手当

2.150

２号給

３号給

12月(月分)

2.150

支給期別支給率

4.30

（月分）

2.225

特別昇給に係る職員数

本

年

度
24

66.7

2

2

53

2

40.0

2.225

50.0比　率（Ｂ）／（Ａ）

６月(月分)

75.0

合計

98

4

号給数内訳

４号給

区　　　　　　　分

１号給

合計 区　　　　　　　分

7
前

年

度

号給数内訳

比　率（Ｂ）／（Ａ）

特別昇給に係る職員数

事務・
技術職

技  能
労務職

事務・
技術職

職　員　数（Ａ）

１号給

２号給

3

4 5

4

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

３号給

47

77.8

5.36　給料総額に対する比率

区　　　　　分

(月分)

最高限度

(月分)

有

有

４号給

有

支給率計

4.45

80.0

3

全　職　種

4.302.150 2.150

区分

支 給 率 等

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875

24.586875

33.27075

33.27075

47.709

47.709

47.709

47.709

20年勤続の者

(月分)

25年勤続の者

(月分)

35年勤続の者

住居手当

通勤手当

区  分

扶養手当

同

同

　支給対象職員の比率
　　（令和４年４月１日現在）

技  能
労務職

定年前早期退職特例措置
(2～45％加算)

技能労務職事務・技術職

一般会計の制度との異同

同

差　　　異　　　の　　　内　　　容

55.6 100.0

定年前早期退職特例措置
(2～45％加算)

その他の加算措置

区　　　　分

本　年　度

前  年  度

一般会計の制度

備　考

　代表的な特殊勤務手当の名称

3.39
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額
国　庫
補助金

企業債
損益勘定
留保資金

217,580 ― ― 令和５年度 217,580 108,790 108,700 90
令和４年度長寿命
化対策事業

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支払義務発生 支払義務発生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

左の財源内訳
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１

1,034,901

2,347,413

△ 407,606 1,939,807

18,786,398

△ 3,295,988 15,490,410

3,201,384

△ 1,644,668 1,556,716

31,573

△ 16,185 15,388

4,599

△ 887 3,712

185,932

20,226,866

576

576

20,227,442

２

298,383

84,013

△ 2,100 81,913

380,296

20,607,738

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置ニ

ハ 車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

ホ

ヘ

構 築 物

建 設 仮 勘 定ト

(2) 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

ロ 建 物

令和４年度養父市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月31日）

資  産  の  部　

固 定 資 産

（単位：千円）

イ

(1) 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権イ

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産

(2) 未 収 金

(1)
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３

5,482,176

5,482,176

４

856,760

23,815

5,488

886,063

５

10,065,301

△ 2,188,710

7,876,591

14,244,830

６

4,948,955

1,168,245

6,117,200

７

87,672

271,053

61,750

420,475

174,767

△ 174,767

245,708

6,362,908

20,607,738

収 益 化 累 計 額

(2) 繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

(1)

（単位：千円）

企 業 債

負  債  の  部　

固 定 負 債

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

固 定 負 債 合 計

(2) 未 払 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金イ

ハ 県 補 助 金

資  本  の  部　

剰 余 金

(1)

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

(1) 企 業 債

流 動 負 債 合 計

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

繰 延 収 益

(1)

流 動 負 債

(3) 引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計
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１

1,034,901

2,347,413

△ 341,615 2,005,798

18,642,159

△ 2,750,075 15,892,084

3,013,025

△ 1,548,070 1,464,955

31,573

△ 9,667 21,906

4,599

△ 745 3,854

280,945

20,704,443

576

576

20,705,019

２

187,761

87,673

△ 1,350 86,323

274,084

20,979,103

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計

令和３年度養父市下水道事業予定貸借対照表

(2) 無 形 固 定 資 産

（令和４年３月31日）

（単位：千円）

イ

ロ

ハ

ニ

構 築 物

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

未 収 金(2)

電 話 加 入 権

資  産  の  部　

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金(1)

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

ホ

ヘ

ト

イ
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３

5,737,736

5,737,736

４

894,976

17,604

4,599

917,179

５

9,968,083

△ 1,900,440

8,067,643

14,722,558

６

4,948,955

1,042,722

5,991,677

７

87,672

271,053

61,750

420,475

155,607

△ 155,607

264,868

6,256,545

20,979,103

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

ロ

ハ

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

(2) 繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

イ

負 債 合 計

資  本  の  部　

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2)

利 益 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

(1)

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1)

負  債  の  部　

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

(1)

(2)

(3)

未 払 金

（単位：千円）

引 当 金
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１

443,290

34 443,324

２

43,706

215,216

34,649

721,599

5,751

577,597

３

3,636

420,329

291,142

33 715,140

４

126,563

446 127,009 588,131

10,534

５

2,029 2,029 △ 2,029

8,505

164,112

155,607

営 業 損 失

(2)

営 業 外 費 用

雑 収 益(4)

支 払 利 息

(2) 補 助 金

(1) 負 担 金

(3) 長 期 前 受 金 戻 入

(1)

令和３年度養父市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

使 用 料

（単位：千円）

営 業 外 収 益

(4)

総 係 費

資 産 減 耗 費 1,020,921

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 収 益

(1)

(1)

(2)

営 業 費 用

管 渠 費

減 価 償 却 費

(5)

(2) 処 理 場 費

(3)

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

雑 支 出

前 年 度 繰 越 欠 損 金

(1)

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

下水 - 13



注記

Ⅰ.重要な会計方針

　１ 固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産

　　　・減価償却の方法　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　50年、構築物　10～50年、機械及び装置　５～20年

　　　　車両運搬具　５年、工具、器具及び備品　３～10年

　２ 引当金の計上方法

　　(1)退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計との「退職手当負担金に関する確認書」に基づき、特別負

　　　担金等の積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用については一般会計が負担するこ

　　　ととなっているため計上していない。

　　(2)賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年

　　　度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から３月までの４

　　　ヶ月分）を計上している。

　　(3)貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率による回収不能見込額を計上している。

　３ 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連

　１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

　　償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,089,606,311円である。

Ⅲ.セグメント情報の開示

　１ 報告セグメントの概要

　　　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、小

　　規模集合排水処理事業、特定地域生活排水処理事業、個別排水処理事業及びコミュニティ・プ

　　ラント事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグ

　　メントとしている。

　　　なお、各セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

し尿・生活排水等の処理

事業区分

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

小規模集合排水処理事業

特定地域生活排水処理事業

個別排水処理事業

コミュニティ・プラント事業

事業内容
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　２ 報告セグメントごとの営業収益等

（令和４年４月１日～令和５年３月31日） （単位：千円）

公　共
下水道
事　業

 特定環境
 保全公共
 下 水 道
 事　　業

農業集落
排水事業

小規模集
合排水処
理事業

特定地域
生活排水
処理事業

個別排水
処理事業

コミュニ
ティ・プ
ラ ン ト
事　 業

合 計

営業収益 129,900 178,374 99,071 1,375 1,255 598 21,141 431,714

営業費用 259,811 459,396 251,933 9,690 3,912 2,766 72,765 1,060,273

営業損益 △129,911 △281,022 △152,862 △8,315 △2,657 △2,168 △51,624 △628,559

経常損益 14,918 6,695 548 △1,405 △138 △115 △37,417 △16,914

ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産 5,283,376 8,232,601 5,027,445 142,862 20,835 24,258 1,876,361 20,607,738

ｾｸﾞﾒﾝﾄ負債 3,702,915 6,032,632 3,787,328 153,638 12,865 19,825 535,627 14,244,830

他会計繰入金 163,826 229,710 122,387 14,591 1,536 2,995 0 535,045

減価償却費 172,329 316,624 168,001 6,917 2,911 2,053 46,327 715,162

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 △455 △1,364 △318 △9 △5 △5 △90 △2,246

固定資産増加
額

147,737 36,641 52,263 0 0 0 945 237,586
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(款)　１ 下水道事業収益 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営業収益 474,878 484,191 △9,313

1 使 用 料 474,787 484,100 △9,313 下 水 道 474,787 下水道使用料

使 用 料

2 そ の 他 の 91 91 0 手 数 料 60 指定工事店登録手数料 40

営 業 収 益 責任技術者登録手数料 20

雑 収 益 31 浄化槽事務費受入金

2 営 業 外 722,928 782,707 △59,779

収 益 1 負 担 金 3,500 3,750 △250 新規加入金 3,500 新規加入金

2 補 助 金 419,522 468,973 △49,451 国庫補助金 10,000 国庫補助金

他 会 計 409,522 一般会計補助金

補 助 金

3 長 期 前 受 299,870 309,948 △10,078 長 期 前 受 299,870 国庫補助金長期前受金戻入

金 戻 入 金 戻 入

県補助金長期前受金戻入

工事負担金長期前受金戻入

受贈財産評価額長期前受金

戻入

4 雑 収 益 36 36 0 そ の 他 の 36 その他雑収益

雑 収 益

1,197,806 1,266,898 △69,092

(款)　１ 下水道事業費用 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営業費用 1,086,481 1,146,335 △59,854

1 管 渠 費 59,769 71,843 △12,074 備 消 品 費 596 施設維持管理用備品及び消

耗品

通信運搬費 4,655 通信装置利用料

委 託 料 5,100 システム更新業務

手 数 料 1,433 通報装置部品交換等手数料

賃 借 料 264 施設用地賃借料

修 繕 費 12,857 管渠等修繕

路面復旧費 9,019 路面復旧費

動 力 費 25,845 施設電力料

令和４年度養父市下水道事業会計予算実施計画明細

項

説　　　　　　　明

目 説　　　　　　　明

計

節

　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

本 年 度

項 目

前 年 度 比　較

本 年 度 前 年 度 比　較
節

収　入

31

474,787

50,820

23,144

29,612

196,294

25,845

4,655

5,100

264

12,857

9,019

1,433

支　出

36

596

3,500

10,000

409,522

下水 - 16



区　分 金　額
説　　　　　　　明項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

節

※営業費用 2 処 理 場 費 265,141 277,567 △12,426 給 料 18,189 一般職員給（5人）

手 当 7,948 扶養手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 2,377 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 5,137 職員共済組合負担金

社会保険料

法定福利費 462 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 2,518 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

被 服 費 195 貸与被服等

備 消 品 費 5,633 施設維持管理用備品及び消

耗品

燃 料 費 35 機械等燃料

光 熱 水 費 2,147 水道料金

委 託 料 97,941 電気工作物保安業務

施設管理業務

汚泥運搬・処理業務

計画策定業務

手 数 料 8,481 水質検査手数料

廃棄物処分手数料

浄化槽法定検査手数料 814

賃 借 料 50 車両借上料 50

修 繕 費 21,910 電気機械設備修繕

動 力 費 86,781 施設電力料

薬 品 費 4,972 薬剤費

保 険 料 365 機械設備損害保険料

3 総 係 費 34,234 43,014 △8,780 報 酬 300 審議会委員報酬

給 料 6,987 一般職員給（2人）

手 当 2,584 扶養手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 890 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 2,239 職員共済組合負担金

法定福利費 174 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 1,099 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

458

78

508

391

2,562

2,009

1,362

503

18,189

174

2,239

1,084

15

4,679

195

3,442

300

887

499

43,119

86,781

6,987

35

1,111

21,910

1,015

22,638

365

462

798

1,101

975

2,484

34

4,972

7,557

110

5,633

2,147

28,742
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区　分 金　額
説　　　　　　　明項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

節

※営業費用※総 係 費 旅 費 481 普通旅費

費用弁償

備 消 品 費 744 事務用備品及び消耗品 392

車両用備品及び消耗品 352

燃 料 費 1,751 自動車燃料

印刷製本費 233 印刷製本費

通信運搬費 570 郵便料

委 託 料 990

手 数 料 1,025 自動車検査手数料

公金取扱手数料

賃 借 料 398 ＯＡ機器等賃借料

修 繕 費 670 車両検査及び修繕

負 担 金 11,480 検針業務負担金

日本下水道協会負担金 103

農業集落排水事業連絡協議

会負担金

地域環境資源センター負担

金

土地改良事業団体連合会賦

課金

南但広域行政事務組合負担

金

保 険 料 452 自動車保険料

公 課 費 117 自動車重量税

貸倒引当金 1,050 貸倒引当金繰入額

繰 入 額

4 減価償却費 715,162 739,056 △23,894 有 形 固 定 715,162 建物減価償却費

資 産 減 価 構築物減価償却費

償 却 費 機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償

却費

5 資産減耗費 12,175 14,855 △2,680 固 定 資 産 12,175 機械及び装置除却費

除 却 費

2 営 業 外 123,435 140,135 △16,700

費 用 1 支 払 利 息 110,052 128,135 △18,083 企業債利息 110,050 企業債償還利息

借入金利息 2 一時借入金利息

2 消 費 税 13,383 12,000 1,383 消 費 税 13,383 消費税

3 特別損失 2,470 2,370 100

1 過年度損益 2,470 2,370 100 過年度損益 2,470 調定減額及び不納欠損処分

修 正 損 修 正 損 額

4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0 予 備 費 2,000 予備費

1,214,386 1,290,840 △76,454計

96,598

65,991

110,050

545,913

5,457

1,050

300

452

117

10

20

2,000

2,470

990電算システム保守業務

12,175

233

570

363

662

398

670

2

13,383

142

5,590

6,518

1,751

281

200
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(款)　１ 資本的収入 （単位：千円）

区　分 金　額

1 企 業 債 601,200 627,100 △25,900

1 企 業 債 601,200 627,100 △25,900 下 水 道
事 業 債

123,900 下水道事業債

資 本 費
平 準 化 債

477,300 資本費平準化債

2 出 資 金 125,523 122,955 2,568

1 他 会 計 125,523 122,955 2,568 一 般 会 計 125,523 一般会計出資金

出 資 金 出 資 金

3 補 助 金 119,700 155,100 △35,400

1 国庫補助金 94,700 135,600 △40,900 国庫補助金 94,700 国庫補助金

2 県補助金 25,000 19,500 5,500 県 補 助 金 25,000 県補助金

△負 担 金 0 9,300 △9,300 廃項

846,423 914,455 △68,032

(款)　１ 資本的支出 （単位：千円）

区　分 金　額

1 建 設 273,939 387,740 △113,801

改 良 費 1 管 渠 77,122 216,676 △139,554 工事請負費 77,122 工事請負費

整 備 費

2 処 理 場 188,720 159,110 29,610 委 託 料 17,000 測量・設計委託料

整 備 費 工事請負費 171,720 工事請負費

3 建設改良 8,097 7,954 143 給 料 3,627 一般職員給（1人）

人 件 費 手 当 2,059 扶養手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 486 281

繰 入 額 205

法定福利費 1,257

法定福利費 97 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 571 563

8

△ 固定資産 0 4,000 △4,000 廃目

購 入 費

2 企 業 債 894,976 906,409 △11,433

償 還 金 1 企 業 債 894,976 906,409 △11,433 企業債元金 894,976 企業債償還元金

償 還 金

1,168,915 1,294,149 △125,234

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

3,627

収　入

支　出

400

項 目 本 年 度

120

531

職員共済組合負担金

期末手当分繰入額

勤勉手当分繰入額

計

894,976

477,300

説　　　　　　　明

計

節
説　　　　　　　明

123,900

125,523

94,700

項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

前 年 度 比　　較

25,000

節

171,720

77,122

17,000

97

退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

1,257

318

690
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